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論点 回答

【研修講師】
　各研修科目においては，現在も，首都圏自治体職員が講師として招かれているところであるが，宮城県においても，環境政策
全般，地球温暖化対策，大気・水環境等の保全，環境アセスメント，自然環境保全，循環型社会形成等の各分野で，職員が東
北大学での講師を務めるなど，エキスパートな職員は多数存在し講師として活用できるほか，各分野で経験豊富な職員が，環
境省職員の代替として実務上の課題等を踏まえた有意義な講義を行うことが可能である。
　また，宮城県は東日本大震災において発生した膨大な量の災害廃棄物の処理を行っており，災害廃棄物対策を研修科目に
加え，県職員が実体験に基づく講義を行うことにより，各自治体の今後の大規模災害への備えに役立てることができる。
　さらに，東北大学からの一線級の講師を招聘する場合にも，アクセスが容易である。

【大崎市内における現地実習プログラム】
　環境関連で積極的な取り組みを行うＮＰＯや大学関係者等のフィールド活用による，現地または現地情報を持ち込んだ室内講
義が可能となる。
●地球温暖化対策研修
　大崎市では，地域特性を活かした再生可能エネルギーの導入を積極的に進めているところであり，これら現地で実習を行うこ
とにより，各自治体の喫緊の課題である地球温暖化対策を進める上で得るものは大きい。
　■バイオディーゼル燃料
　家庭から排出される廃食用油の回収し，市内BDF製造プラントで官民連携により，バイオディーゼルガソリンとして市内公共交
通，一般の利用を促進。
　■木質バイオマス
　森林資源の有効活用を図り，木材加工チップを温泉施設の熱源として利用。森林・林業活性化への貢献に加えて，化石由来
燃料の低減，温室効果ガス削減等について持続可能な仕組み作りを推進。
　■メタン発熱・発電利用
　温泉の廃湯熱を利用し，地域の人々が持ち寄った生ゴミを発酵してつくった小型のメタンガスシステム。バイオガスをエネル
ギー源としたカフェによる情報発信など環境教育の場としても活用。
　■地熱資源
　地熱資源開発調査に取り組み，可能性調査を実施中。地熱等の利活用による産業振興，雇用の拡大のほか地域活性化に繋
がる観光客の誘客についても検討。
　■小水力発電
　マイクロ小水力発電ユニットを，水量が豊富な場所に設置し実施。二酸化炭素排出抑制に資する再生可能エネルギーを開
発。
●自然環境研修
　■ラムサール条約湿地における環境活動，環境教育
　移転候補地である大崎市及び隣接する登米市及び栗原市には，「蕪栗沼・周辺水田」，「化女沼」及び「伊豆沼・内沼」の３つの
ラムサール条約登録湿地があり，日本有数の渡り鳥の飛来地となっており，それぞれの地域において，ラムサール条約の理念

（１）研修及び宿泊で利用可能な施設の整備状
況，宿泊に伴う受講者の費用の見込み

　合併前の旧岩出山町役場庁舎を「本館」として使用することができ，隣接地に「研修棟」，「実習棟」及び「宿泊棟」等の整備に
必要な用地が確保されている。また，県保健環境センターの各種分析装置や廃水処理施設などの活用可能な設備について配
慮するほか，隣接する大崎市岩出山文化会館「スコーレハウス」も含め使用可能な施設の活用や宿泊施設の整備を先行するな
ど，段階的移転もできると考えている。
　宿泊に伴う受講者の費用については，宿泊施設を建設する場合は従前と同等と考えられるが，長期滞在を前提として既存施
設を活用する場合は，大崎市内古川地域のビジネスホテルが5,000円/泊前後，温泉地の宿泊施設が5,000円～5,500円/泊程度
で宿泊が可能である。

（２）移転により新たな付加価値を創出するため
の取組（現地実習プログラム等）の具体イメージ



（３）受講者や講師の交通利便性を確保する対策 　大崎市内の新幹線停車駅であるＪＲ古川駅において，在来線との連絡は良好に設定されている。
　駅からのアクセスや講師送迎に活用可能な，マイクロバス・ワゴン車の車輌貸与等について検討する。

である「湿地の保全」と「その賢明な利用」に関する様々な取組が行われている。
　この３つの湿地は直径約１０Kｍの圏内にあることから，「ラムサールトライアングル」と呼ばれ，環境調査や環境教育を通した
地域間交流やシンポジム開催等の啓発活動の取組が盛んに行われている。
　このような取組を効果的かつ効率的に現地実習できるのは本州では３つのラムサール条約湿地が近距離にあるこの地域だけ
である。

【宮城県内における現地実習プログラム】
●環境影響評価研修
　■「復興特区法」に基づく「特定アセス」実施現場
　　｢東日本大震災復興特別区域法｣により特定アセスの対象となったＪＲ常磐線復旧事業（山元町）及び新蛇田地区被災市街
地復興土地区画整理事業（石巻市）の現地において，特定アセスの状況と課題等について学習する。
●環境モニタリング技術研修
　■大気汚染常時監視システムの運用
　県では大気汚染防止法に基づき，大気汚染の状況を常時監視しており，一般環境大気測定局，自動車排出ガス測定局，大規
模発生源監視局等の測定結果をテレメータシステムによって収集整理している。その中央局である宮城県保健環境センター（仙
台市）のシステム運用の状況を現地実習し，常時監視システムの理解を深める。
●騒音・振動防止研修
　■新幹線，高速道路騒音の実態
　東北新幹線，東北，山形及び三陸自動車道の沿線で実施している騒音測定（東北新幹線については振動測定も実施）の現場
において，騒音（振動）技術を習得しながら，実際の騒音（振動）を体感する。
　なお，大崎市内は東北新幹線，東北自動車道が縦断しており，毎年度測定を実施している。
　■航空機騒音の実態
　航空自衛隊松島飛行場（東松島市），仙台空港（岩沼市）の騒音測定の現場において，騒音技術を習得しながら，実際の騒音
を体感する。
●水環境研修
　■細倉鉱山（工場排水処理）
　細倉金属鉱業株式会社（栗原市）では，廃鉱となった細倉鉱山から排出される坑廃水の処理を行っており，現地において，有
害重金属類を含む排水処理技術の実際と維持管理上の課題へ対応状況を実習する。
　■指定湖沼（釜房ダム貯水池）の水質保全対策
　釜房ダム貯水池（川崎町）については，昭和62年に湖沼水質保全特別措置法の指定を受け，それ以降水質保全計画を策定し
水質改善を目的とした水質保全施策を推進してきた。現地においてダム貯水池内の対策と効果，その他水質保全施策の状況
や課題を学習し，閉鎖性水域の水質保全対策の今後の展開を考察する。
　■伊豆沼・内沼自然再生推進事業
　ラムサール条約登録湿地である伊豆沼・内沼（栗原市，登米市）については，伊豆沼・内沼環境保全対策基本計画に基づき，
総合的な保全対策を行ってきている。しかし，依然として水質の改善が図られないことに加え，水鳥の飛来種の減少，ブラックバ
スなど外来魚による被害増加，水生植物群落の変化などの新たな問題が生じているため，自然再生推進法に則った自然再生
事業を行っている。現地において生物多様性保全再生，健全な水環境の回復の取組等の状況や課題等を学習する。
●廃棄物・リサイクル基礎研修，産業廃棄物対策研修
　■竹の内産廃処分場対策
　竹の内地区産業廃棄物最終処分場（村田町）では，県が行政代執行により処分場の生活環境保全上の支障除去対策，環境
モニタリング及び維持管理を行っている。現地において，対策の状況，成果，課題等及び未然防止の重要性を学習する。



（独）水産総合研究センター資料
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